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その他、法務省、農林水産省、国土交通省など

所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策に関する検討会について

１．検討にあたっての考え方

平成27年度の最終とりまとめでは、

・提言した取組は、実施状況について、継続的にフォ
ローアップを行い、更なる推進を図る

・推進状況を踏まえ、新たな対策や制度の見直し等に
ついて検討する

とされており、平成28年度の検討会においては、実態
状況把握等をした上で、以下について検討を行った。

①ガイドラインの普及

②ガイドラインの改善

③優良事例の展開

④新たな対策の提示

３．平成28年度検討会実施状況
○１０月１１日 第１回検討会

関係省庁及び関係団体の最終とりまとめ以降の取組報告
○１２月 ５日 第２回検討会

ガイドライン改訂骨子及び最終とりまとめのフォローアップ
〇 ２月２０日 第３回検討会
○ ３月中 最終とりまとめのフォローアップ、ガイドライン改訂(第2版)

○平成27年4月に「所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策に関する検討会」を設置

○平成28年3月、国、地方公共団体及び関係団体が取り組むべき対策についての最終とりまとめ
及び「所有者の所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン」を策定・公表

○平成28年度は、これらの最終とりまとめ及びガイドラインについてのフォローアップ等を行うことを目的として、
以下の通り検討を行った。フォローアップ結果等については、３月中を目処に公表予定。
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